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タイトル 賛成！ 18歳選挙権 

  

 

県立観音寺第一高校 1年 田渕  優 

 

 

 平成 27年 6月、公職選挙法等の一部を改正する法律が成立し、公布され平成 28年 6月

19日に施行された。今回の公職選挙法等の改正は、年齢満 18歳以上満 20歳未満の者が選

挙に参加することができる等とするとともに、当分の間の特例措置として選挙犯罪等につ

いての少年法等の適用の特例を設けることを目的として行われた。 

 私は、選挙権の 18歳に引き下げたことについて賛成である。なぜなら、若者の意見を増

やすことができるとともに今の政治に無関心な風潮を改善できると考えたからだ。そもそ

もなぜ日本の選挙権は 20歳からだったのだろうか。これは満 20歳以上の選挙権を定める

民法の「満二十年をもって成年とす」(第三条)によるものだ。しかし、これは約 120年も

前の 1896年に規定されたもので、社会が発展し、当時と比べると大きな格差がある。した

がって、この規定は今日の社会にはあっていないと考えられる。そう考えると今の社会に

あった公職選挙法に改善することは正しいことだ。世界各国の選挙権年齢については、昨

年 2月に国立国会図書館が調べたところによると、調査可能な 191カ国・地域のうち 9割

以上が 18歳選挙権を導入しているそうだ。 

 ところで、20歳と 18歳では何が違うというのだろうか。早期から政治について関心を育

むことは重要だ。若い世代も政治に参加しないと老人主体の国のかじ取りでますます若者

に不利になる。反対する人は、経験もない若者では判断できないと言うが、20歳と 18歳で

はあまり変わらないのではないだろうか。18歳という年齢は、政治に関心を持てるように

自由に考えられる環境整備がまず必要だが、就職・結婚・免許等で一気に社会と大きく関

わり易くなる年齢でもある。実際、労働基準法では、18歳以上から大人として扱われてお

り、所得税などの納税の義務を負わなくてはならない。就職・結婚・免許等では大人とし

て扱われているのに選挙は大人として扱われていないというのはおかしいと私は考える。 

 18歳選挙権の導入後、初めての国政選挙となった参院選があった。 

            http://etc.news-db.net/201607121855383373/から引用 

右の表を見てほしい。18

歳・19歳の選挙投票率だ。

18歳は 51.17％、19歳は

39.66％。18歳と 19歳で

10％以上の差があるとい

うことが分かる。この要因は何だろうか。高校卒業後は、親元を離れて生活をしている学

生は、住民票を現住所に移していないケースが多い。私は、19歳のうち、一人暮らしをし
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ている人の多くが住民票を移しておらず、不在者投票しかできなかったことが、18歳に比

べて投票率が下がった一因と考える。私の姉は、今年大学生になったばかりで 18歳選挙権

に該当する。しかし、姉の住民票は現住所にうつしておらず選挙ができなかった。そこで

不在者投票というものがある。滞在先や、現在住んでいる地域の住民票を持っていない時

でも、その地域の市区町村の選挙管理委員会で投票が出来るというものだ。しかし、投票

所に行くのに比べて手間がかかるほか、自治体の中には、住民票を残したまま引っ越した

学生の不在者投票を認めないところもある。姉は選挙に行きたいという気持ちと不在者投

票のめんどくささを天秤にかけたところめんどくささが勝ってしまい、結局選挙にはいか

なかった。19歳の投票率の低さの一因にこれがあると考えられる。では、なぜ住民票をう

つさないのか。それは、地元の住民票を移してしまったら、地元で成人式をすることがで

きないなどの理由があるからだ。私は、19歳の投票率を上げるためには、住民票を移して

いない学生が大半であることを直視し、自治体ごとの対応の違いを見直すべきだと考える。 

              https://www.katsuseijika.com/2013/06/817/ から引用 

では、日本と世界の投票率の違いはどうなっているのだろうか。右の表を見てほしい。

これは、2012年～2013年に世界各

国で行われた選挙投票率をグラフ

化したものだ。2012年～2013年に

かけて選挙が行われた国は 49カ

国。日本の投票率は、49カ国中

34位。投票率 90％以上が 3カ国、

50％以下が 5カ国だった。日本

は中位にランキングされている

ようだ。世界の中には選挙に行かな

いと罰則がある国もあるという。こ

こで一つスウェーデンを例に挙げ

てみよう。先ほど言ったように義務

投票制なら当然ながら投票率は高

くなる。しかし、義務投票制ではないのに投票率が高いのがスウェーデンだ。ちなみに驚

異的な高投票率を記録していたのがラオス・ベトナム・ルワンダなど、いずれも 98％以上

という投票率を得ている。ではなぜスウェーデンでは義務投票制でもないのに高い投票率

が得られるのだろうか。それには、30歳以下の政治家が多いことが関係していると考えら

れる。スウェーデンの 30歳以下の政治家は日本の 30倍近くもおり、その理由の一つに間

違いなく政党の青年部に所属している若者の数の多さが挙げられるだろう。16歳から 25歳

の若者の 3.5％が政党組織所属しているのだ。この割合は、ヨーロッパのなかでも多いほう

で、政党本部の言いなりにならず、若者を代表して独立した主張と政策を主張していると

ころが、 
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スウェーデンの政党青年部の強さだ。このことから、やはり日本と比べると、若者の政治

に対する関心の強さが違うことが分かるだろう。 

 では、若者が政治に興味を持つようにするには、どうすればいいのだろうか。現在では、

インターネットを使った選挙活動などの対策もされているが、まだまだ浸透しているとは

いいにくいレベルだ。若者の選挙に行かない理由の約半分が「めんどくさい」「政治に関心

がない」というもので、若者が政治に関心がないことが分かる。そこで私は、中学生や高

校生よりも小学校に入った頃ぐらいから政治に関して理解できる範囲で少しずつ教えてい

ったらいいのだと考える。中学生や高校生の時にいきなり難しい政治について教えられて

も、あまり興味を持てないと思う。私自身も興味を持つことが出来なかった。だから、小

学校の授業で、何人かで話し合わせたり、政治的なテーマを与えて議論させてみるなどを

してみたらいいのだと思う。もちろん小学生なのだから、あまり難しいことはせずに、簡

単な理解できることからしたらいいのではないだろうか。そうすると、中学に入っていき

なり政治について学ぶということにはならず、興味がでてくるのではないだろうか。20代

と 60代では投票率に約 40％もの差がついており、だんだんと政治の大切さがわかってくる

のだと思う。だとしたら、もう少し早く教えたらいいはずだ。 

 選挙によって選ばれた代表者は、国民や住民の代表になる。若い世代の投票率が低いと

いうことは、これからの未来日本はどうなるのだろうか。私は、まだ 18歳にもなっておら

ず、あまり政治に関わることはない。しかし、いざ関わるときになって、いきなり考える

ことはできないだろう。自分には関係ないといわず、自分たちの生活は自分たちで作らな

くてはいけない。 


